
欧州委員会の推計 
（「2012年高齢化レポート：基本的な前提と推計手法」より） 

• 欧州委員会において、3年ごとに高齢化関連支出推計が行われており、
ユーロスタットによる新人口推計に基づいて2012年には更新される。 

• 2010-2060年にわたるＥＵ加盟27カ国の高齢化による財政への影響が、

マクロ経済の前提に基づいて推計されるが、ここでは労働生産性上昇率
や金利等の推計手法が記述されている。全体概要は下図の通りで、推
計のうち、年金については加盟国でのモデルを、医療等その他分野につ
いては欧州委員会共通の推計モデルを用いている。 
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主な推計結果 その１ 
高齢化関連支出推計の対ＧＤＰ比 

2 ※ ＤＥ：ドイツ、ＦＲ：フランス、ＦＩ：フィンランド、ＳＥ：スウェーデン、ＵＫ：イギリス 
  「2009年高齢化レポート」より 

 



主な推計結果 その２ 
全加盟国の分野別支出推計の対ＧＤＰ比 

3 ※ 「2009年高齢化レポート」より 
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労働生産性上昇率とＧＤＰ 

• 上記の検討経過を経て、前提となる労働生産性上昇率を得るため、コブ
－ダグラス型生産関数が用いられている。すなわち、労働生産性上昇率
設定の主な要素は、全要素生産性上昇率と労働量あたり資本ストック上
昇率である。 

   ※ 労働生産性上昇率 

    ＝全要素生産性上昇率＋資本分配率×労働量あたり資本ストック上昇率 

• この生産関数による方法は、中期的な変化をよりよくとらえることを目的
としている。また、この方法は、マクロモデルにおいて標準的なものであり、
国際機関における生産性の短期（2～3年）予測でもしばしば用いられる。 

• 予測期間末における労働生産性上昇率は、すべての国において同率と
なることとされている。その際、全要素生産性上昇率は、1％に収束して
いく。 

労働生産性上
昇率は、将来
的に1.75%に収

束（経済的基
礎はない） 

コブ－ダグラス
型生産関数 

・機械的に過去の傾向を外挿 
・ぶれのバランスを判断 
・生産関数の枠組みに基づく統計的手法 
・部分均衡分析 
・一般均衡分析 



労働生産性上昇率とＧＤＰ 
• 2009年高齢化レポートと同様、長期のGDP成長率や労働生産性上昇率

を推計するため、コブダグラス型生産関数の枠組みが用いられている。
（ただし、労働投入量については、2006年レポートまで用いられていた雇
用者数ではなく、2009年と同様に総労働時間が用いられている。） 

  ※ 年金推計で用いられる平均賃金は、労働生産性上昇率に応じて上昇させている。 
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ＧＤＰ等の推計手法 
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• 以下のような、コブダグラス型生産関数で表現される。 

 

 
   Ｙ：総産出量（ＧＤＰ）、Ｌ：労働供給（総労働時間）、Ｋ：資本ストック、β ：労働分配率（0.65） 

   ＴＦＰ：全要素生産性、Ｅ：労働増加的な技術進歩（ハロッド中立的技術進歩） 

• 長期推計の鍵となる前提であるＴＦＰは、推計期間の最後（2060年）にお
いて、全ての国が1％に収束すべき（国ごとに収束時点は異なる）と考え
ている。 

• 潜在労働生産性上昇率は、以下のように表現され、中期ではＴＦＰと労働
時間あたり資本成長率（いわゆる資本深化）が鍵となる。 

 

 

• 長期では、新古典派成長モデル（ソロウモデル）によると、経済が均衡状
態に到達し、Ｋ/（Ｌ・Ｅ）が一定となる。その結果、労働生産性（Y/L）上昇
率は、全要素生産性（TFP）上昇率を労働分配率（β）で除したものに一致
する。（全要素生産性上昇率の長期前提は1％ （βは0.65）であるので、労
働生産性上昇率は1.5％となる。） 

 



• 労働生産性上昇率の推計結果を見ると、最終的には（2060年には）全て
の加盟国が1.5％の同率に達する仮定となっているが、国毎の状況に応
じて、そこに達するまでの値が異なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         ※ ＤＥ：ドイツ、ＦＲ：フランス、ＦＩ：フィンランド、ＳＥ：スウェーデン、ＵＫ：イギリス 

 7 



• ＧＤＰ成長率の寄与度を評価するため、労働生産性と労働投入量の２つ
の主要素に分解してみる。 

• 生産年齢人口の減少は、成長率を引き下げる効果となっている。 

  （日本と雰囲気が似ているのは、ドイツである。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       ※ ＤＥ：ドイツ、ＦＲ：フランス、ＦＩ：フィンランド、ＳＥ：スウェーデン、ＵＫ：イギリス 8 



金利について 

• 従前と同様、全ての国において、実質金利は3％（インフレ率は2％）が維
持されるべきとされている。2015年以降の長期の前提として用いられる
が、初期値からは線形で収束させている。 

  ※ 年金資産の運用利回りも同様に3％とされている。 

• その際、過去40年間平均の実質長期金利が確認されつつ、検討が行わ
れている。 

 

 

 

 

• なお、財政の持続性を分析するためには、動学的効率性の条件が達成
されているかが重要とされている。前記の前提では、大半の国で大半の
推計期間において「実質金利－実質成長率＞０」となっているので、動学
的効率性の条件は、全ての国において長期にわたり確保されている。 
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